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平成２７年労第１６０号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監

督署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対して

した労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」とい

う。）による療養給付を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるという

にある。 

２ 経  過 

請求人は、Ａ県Ｂ町所在のＣ会社に○部門コントローラーとして就労していた

が、平成○年○月○日、自転車で出勤する途中、自動車と接触して転倒し負傷し

た。同日、Ｄ病院に受診し、「左橈骨頭骨折」と診断され通院加療した。その後、

同年○月○日から、Ｅ接骨院において、柔道整復師による施術を受け、療養を継

続した。 

請求人は、Ｅ接骨院における療養について、監督署長に療養給付の請求をした

ところ、監督署長は、Ｅ接骨院における療養は政府が認める療養の範囲とは認め

られないとして、これを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査

官」という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを

棄却したので、請求人は、更にこの決定を不服として再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 
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第４ 争  点 

本件の争点は、療養給付を支給しないとした監督署長の処分が妥当なものである

と認められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

 （１）請求人は、病院から肘が曲がらない状態で治療放棄され、後遺障害の恐れが

あったところ、Ｅ接骨院に通院し、リハビリの治療効果は明らかであるにもか

かわらず、その治療費について労災保険の支給の対象として認められないのは

不当であると主張している。 

（２）労災保険法における柔道整復師の施術に係る療養の範囲については、労働省

（現：厚生労働省）労働基準局長が「療養補償費及び障害補償費の取扱いにつ

いて」（昭和２５年１０月６日付け基発第９１６号）及び「柔道整復師の施術

について」（昭和３１年１１月６日付け基発第７５４号）（以下、併せて「認定

基準」という。）を策定しており、当審査会としても、その取扱いを妥当なも

のであると考えることから、以下、認定基準に基づき検討する。 

（３）本件についてみると、認定基準では、「医師の同意を得ないで行う柔道整復

師の骨折又は脱臼に対する施術については、療養補償費を支給しない。」とし

ているところ、Ｆ医師は、平成○年○月○日付けの意見書において、「接骨院

への施術同意は行っていない。同意を求められていない。仮に同意を求められ

ていても、同意することはない。」と述べ、Ｇ整復師は、同年○月○日付けの

電話聴取書において、「請求人が当初治療を受けていた病院とはやりとりもな

く、骨折の治療についての同意は明確に受けていません。」と述べている。ま

た、請求人も、平成○年○月○日作成の聴取書において、「病院の医師が私の

Ｅ接骨院での治療に同意しなかったのはおかしいと思います。」と述べている。 

したがって、当審査会としても、請求人に対するＧ整復師の施術は、認定基

準に基づく医師の同意を得て行われたものとは認められないと判断する。 

３ 以上のとおりであるから、本件におけるＧ整復師の施術は、労災保険法第１３
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条第２項に規定する療養の範囲とは認められず、監督署長が請求人に対してした

療養給付を支給しない旨の処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

  

よって主文のとおり裁決する。 

 


